
総徴収額 31,700 百万円

（2025年度までの計画：21,540　百万円　2026年度～2027年度の計画：25,100　百万円）

　※2028年度以降も継続予定

7,100 百万円（2025～2027年度）※2028年度以降も継続予定

徴収期間 5 年間（2023.4～2028.3）

料金額

券種

定期外 定期券

年間徴収額

（百万円）

（2023～2024年度）3,100

（2025～2027年度）4,400

（同左）2,100

（同左）2,700
0

設定額（円） 10 10 ※１ 0

全期間

① ホーム安全スクリーン※、ホーム柵(TASC含む)

　　・転落リスクを基本とした優先度により、ホーム安全スクリーンおよびホーム柵の整備を促進

　　・ホーム安全スクリーンは2032年度までに整備対象エリア全域に整備

※センサーによりお客様の転落を検知し、速やかに列車を止めるシステム。2033年度以降はホーム安全ス

クリーンを順次、ホーム柵に置き換えていくことを基本とし、ホーム安全スクリーンの効果を検証しつつ、ホーム

安全対策方針の検討を行う

② 段差解消

　　・乗降3,000人以上駅、および2,000～3,000人で自治体の基本構想(生活関連施設)

　　　に位置付けられた駅に、段差解消を実施

　　・必要に応じてバリアフリー経路複数化も実施

③ ホームと車両の段差隙間縮小

　　・大阪環状線を中心に実施

④ 料金収受システム等改修

　　・段階的収受計画に従い改修を実施

2021～2025年度

① ・2033年度以降にホーム柵を整備する駅に対し、ホーム安全スクリーンを整備

　　・乗降10万人以上の駅を優先し、ホーム柵を整備

② 乗降3,000人以上駅への段差解消、経路複数化を実施

③ 大阪環状線に段差隙間縮小を実施

④ 料金ｼｽﾃﾑ等を改修

2026～2030年度

① ・2033年度以降にホーム柵を整備する駅に対し、ホーム安全スクリーンを整備

　　・乗降10万人以上の駅を優先し、ホーム柵を整備

② 乗降3,000人以上駅への段差解消、経路複数化を実施

2031年度以降 未定

（様式1-1）

バリアフリー整備・徴収計画

鉄軌道事業者名 西日本旅客鉄道株式会社

整備方針

5,200 百万円（2023～2024年度）
年間徴収額

普通券
（磁気券）

普通券
（IC）

通勤定期券

備考

※１:１ヵ月300円、３ヵ月900円、６ヵ月1,800円

※２:新幹線定期券、在来線特急列車用定期券、特別車両定期券、普通回数券、団体乗車券、貸

切乗車券、一部の特別企画乗車券を含む

通学定期券

料金徴収

対象駅
　別添による

※普通券の設定額については、大人１乗車当たりの料金を記載すること。

※定期券の設定額については、全ての定期券料金から算出した１乗車当たりの平均額を記載し、備考欄に各期間別（１ヵ月・３ヵ月・６ヵ月など）の料

金を記載すること。

※回数券や企画乗車券などの券種から徴収する場合は、備考欄に該当する券種名を記載するとともに、定期外の年間徴収額に該当する券種からの年

間徴収額も含めて記載すること。

総整備費

46,640 百万円



料金収受エリア図
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整備対象エリア

※料金収受エリア内でご利用になる場合が対象

（新幹線をご利用になる場合を含む）

料金収受エリア

＝「電車特定区間」「大阪環状線内」エリア
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（様式1-2）

9(24) 駅 19(88) 番線 百万円

0(2) 駅 0(4) 基

0(1) 駅 0(3) 基

6 駅 14 番線 百万円

45 駅 142 番線 百万円

12 駅 23 基 百万円

7 駅 30 基 百万円

百万円

百万円

百万円

番線

駅

駅

段差解消駅数

一経路確保駅 ―

二経路以上確保駅 ―

計画期間内の整備費（（１）～（３）の合計） 21,540 百万円

　計画期間内の料金徴収によるホームドア設置番線数・段差解消駅数

ホームドア設置番線数 19

※整備数：計画期間内に供用開始する設備の数

※整備費：計画期間内に整備する設備の費用（計画期間内に供用開始しない設備の費用も含む。）

（３）維持管理費・収受システム改修費・その他費用（駅務機器改修費・駅頭表示改修費など）

維持管理費（附帯費用含む） 4,900

収受システム改修費 120

その他費用
（駅務機器改修費・駅頭表示改修費など）

200

備考

路線名 整備数 整備費

②　車両更新

エレベーター 570

エスカレーター 1,200

備考

ホーム安全スクリーン 4,400

備考 ※ホーム柵、エレベーター、エスカレーターのカッコ内は整備に着手している数を示す

（２）更新費（附帯費用含む）

①　設備更新

設備名 整備数 整備費

段差隙間縮小に資する設備 140

バリアフリー整備・徴収計画（計画期間：2021.4～2026.3）

整備内容

（１）設置・改良費（附帯費用含む）

設備名 整備数 整備費

ホーム柵 10,000

エレベーター
10

エスカレーター
百万円



（様式1-3）

8(17) 駅 18(71) 番線 百万円

2 駅 4 基

1 駅 3 基

38 駅 99 番線 百万円

0 駅 0 番線 百万円

17 駅 25 基 百万円

7 駅 18 基 百万円

百万円

百万円

百万円

番線

駅

駅

百万円

バリアフリー整備・徴収計画（計画期間：2026.4～2031.3）

整備内容

（１）設置・改良費（附帯費用含む）

設備名 整備数 整備費

ホーム柵 14,500

エレベーター

エスカレーター
1,600

ホーム柵 0

ホーム安全スクリーン 3,800

備考
※ホーム柵のカッコ内は整備に着手している数を示す

※2028年度以降の計画は未定のため、2027年度までの計画を記載

（２）更新費（附帯費用含む）

①　設備更新

設備名 整備数 整備費

②　車両更新

エレベーター 1100

エスカレーター 1200

備考 ・2028年度以降の計画は未定のため、2027年度までの計画を記載

路線名 整備数 整備費

※整備数：計画期間内に供用開始する設備の数

※整備費：計画期間内に整備する設備の費用（計画期間内に供用開始しない設備の費用も含む。）

（３）維持管理費・収受システム改修費・その他費用（駅務機器改修費・駅頭表示改修費など）

維持管理費 2,900

収受システム改修費 ―

その他費用
（駅務機器改修費・駅頭表示改修費など）

―

備考

※本制度の活用は2028年度以降も継続する予定のため、本制度終了時に必要となる収受シス

テム改修費及びその他の費用について、本様式には計上していない

・2028年度以降の計画は未定のため、2027年度までの計画を記載

計画期間内の整備費（（１）～（３）の合計） 25,100 百万円

　計画期間内の料金徴収によるホームドア設置番線数・段差解消駅数

ホームドア設置番線数 18

段差解消駅数

一経路確保駅 1

二経路以上確保駅 1



（様式1-4）

駅 番線 百万円

駅 基 百万円

駅 基 百万円

駅 番線 百万円

駅 番線 百万円

駅 番線 百万円

駅 基 百万円

駅 基 百万円

駅 番線 百万円

百万円

百万円

百万円

番線

駅

駅

バリアフリー整備・徴収計画（計画期間：2031.4～）

整備内容

（１）設置・改良費（附帯費用含む）

設備名 整備数 整備費

ホーム柵

エレベーター

エスカレーター

段差隙間縮小に資する設備

ホーム柵

ホーム安全スクリーン

備考 ※2031年度以降の計画は未定

（２）更新費（附帯費用含む）

①　設備更新

設備名 整備数 整備費

②　車両更新

エレベーター

エスカレーター

ホーム安全スクリーン

備考 ※2031年度以降の計画は未定

路線名 整備数 整備費

※設備欄において「その他」を選択した場合には、備考欄に当該設備名を記載すること。

（３）維持管理費・収受システム改修費・その他費用（駅務機器改修費・駅頭表示改修費など）

維持管理費

収受システム改修費

その他費用
（駅務機器改修費・駅頭表示改修費など）

備考 ※2031年度以降の計画は未定

計画期間内の整備費（（１）～（３）の合計） 百万円

　計画期間内の料金徴収によるホームドア設置番線数・段差解消駅数

ホームドア設置番線数

段差解消駅数

一経路確保駅

二経路以上確保駅


